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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求

をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載

を省略しております。

第91期定時株主総会の招集に際しての

電子提供措置事項

● 連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

● 計算書類

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

第91期

（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
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連結株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,512 1,248 15,581 △44 18,298

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △270 △270

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

821 821

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－

当 期 変 動 額 合 計 - - 551 △0 551

当 期 末 残 高 1,512 1,248 16,133 △44 18,849

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 1,310 △6 1,303 0 19,603

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △270

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

821

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

711 33 744 △0 744

当 期 変 動 額 合 計 711 33 744 △0 1,295

当 期 末 残 高 2,021 27 2,048 0 20,898

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

－ 1 －
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連結注記表

連　結　注　記　表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ７社

・主要な連結子会社名 三鱗運送株式会社

ウロコ興業株式会社

サンエネック株式会社

サンリンＩ＆Ｆ株式会社

株式会社一実屋

株式会社えのきボーヤ

安曇野ＲＥ株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 １社

・会社名 新潟サンリン株式会社

②　持分法を適用していない関連会社（軽井沢ガス株式会社）は当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算

書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

・市場価格のない株式等　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

以外のもの　　　　　　 却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等　　  主として移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産

・商品・原材料 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しており

ます。ただし、一部の少額商品は最終仕入原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）を採用しております。また、販売用不動産につ

いては、個別法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用して

おります。

－ 2 －
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連結注記表

・製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　　２～50年

　機械装置及び運搬具　　　２～15年

ロ. 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）で、顧客関連資産について

は５年で均等償却しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権など特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準

　　当社及び連結子会社では、ＬＰガス、石油類、電気、製氷、青果及び不動産等の販売を

主な事業としており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　このため、ＬＰガス、電気等の売上代金について、決算月に実施した検針の日から決算

日までに生じた収益は「収益認識に関する会計基準の適用指針」第103-2項に基づいて見

積り計上を行っております。

　また、軽油引取税や再生可能エネルギー発電促進賦課金等、第三者のために回収する額

に相当するものについては、売上高に含めず純額で処理しております。

⑤　のれんの償却に関する事項

のれんの償却については、主として５年間の定額法により償却を行っております。

⑥　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、期間定額基準によっております。

－ 3 －
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連結注記表

前連結会計年度 当連結会計年度

有形固定資産 8,459 8,573

無形固定資産 189 178

減損損失 44 98

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異の費用処理については、その発生の翌連結会計年度に単年度で一括

処理しております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付とする方法を用いた簡便法を適用しております。

２．会計方針の変更

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま

す。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指

針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。な

お、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる

場合の連結財務諸表における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指

針を当連結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、

前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっております。なお、当該会計方

針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のと

おりです。

(1) 固定資産の減損

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、他の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業用資産については主として営業店舗ごと

に、また将来の利用計画が明確でない遊休資産等は物件ごとにグルーピングを実施してお

ります。

－ 4 －
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連結注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 15,462百万円

また、事業用資産については、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている

資産グループ及び回収可能価額を著しく低下させる変化が生じた資産グループについて、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、資産グループの回収可能価額は、使用価値又は正味売却価額により測定しておりま

す。使用価値を算定するに当たっては、将来キャッシュ・フローの見積りや割引率等で決定

しており、正味売却価額については、不動産鑑定評価額等を基準に市場価格を適正に反映し

ていると考えられる評価額により算定しております。

将来キャッシュ・フローの見積りにおいては、次年度の予算や事業計画を基礎としており

ます。次年度の予算や事業計画には販売単価や顧客数、商品仕入価格等の重要な仮定が用い

られており、その見積りの前提とした条件又は仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度の

連結財務諸表において、減損損失の金額に重要な影響を与える可能性があります。

(2) 繰延税金資産の回収可能性

　当社グループは、グループ各社の将来の収益力に基づく課税所得及びタックスプランニン

グに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しており、当連結会計年度末における繰延税

金負債の計上額は465百万円（純額）となっております。繰延税金資産の回収可能性は将来

の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした条件又は仮定に変更が生じた

場合、翌連結会計年度の連結計算書類において繰延税金資産の金額に重要な影響を及ぼす可

能性があります。

(3) ＬＰガスの検針日から期末日までの未検針期間の売上高の見積り計上

　需要家によるＬＰガスの使用によって発生する売上高は、検針日を基準として売上高を認

識しておりますが、検針日と期末日が相違する場合は、検針日から期末日までの期間の売上

高を合理的な見積りを用いて計上しており、当連結会計年度において382百万円計上してお

ります。

　検針日から期末日までの期間の売上高は、決算月に実施した検針結果と決算月における使

用量には一定の相関関係があるとの仮定に基づき、決算月における過年度の販売使用量を基

礎として当連結会計年度における単価改訂等の変動要素を加味し、未検針期間に対応する売

上高を算定しております。

　これらの会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について、実績との差異があった場

合、翌連結会計年度の連結計算書類において算定される売上高の金額に影響を及ぼす可能性

があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(2) 有形固定資産の圧縮記帳

有形固定資産に係る国庫補助金などの受入れによる圧縮記帳累計額108百万円は、建物附

属設備及び構築物30百万円、機械装置及び運搬具２百万円、土地74百万円であります。
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建物及び構築物 647百万円

土地 2,888百万円

計 3,536百万円

短期借入金 2,520百万円

計 2,520百万円

ヨーケン株式会社 1百万円

場 所 用 途 種 類 減損損失

長 野 県 上 田 市 支店 建物等  18百万円

長 野 県 松 本 市 給油所 土地  69百万円

長 野 県 松 本 市 給油所 土地等  11百万円

(3) 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。

　①　担保に供している資産

　②　上記に対応する債務

(4) 保証債務

①　下記の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

②　当社の得意先４社のリース債務５百万円に対し、保証を行っております。

５．連結損益計算書に関する注記

(1) 補助金収入

　　補助金収入の内容は、安曇野市脱炭素化推進事業交付金の金額であります。

(2) 減損損失

当社グループは、以下のエネルギー関連事業の資産グループについて減損損失を計上しま

した。

当社グループは、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位として営業店舗

ごとに、また将来の利用計画が明確でない遊休資産等は物件ごとにグルーピングを実施して

おります。

事業用資産については、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループ

等の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しま

した。

なお、回収可能価額は、正味売却価額により算出しております。正味売却価額は、不動産

鑑定評価額等を基準に市場価格を適正に反映していると考えられる評価額により算定してお

ります。
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株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
の 株 式 数 (株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
の 株 式 数 (株)

発行済株式

普通株式 12,300,000 － － 12,300,000

合計 12,300,000 － － 12,300,000

自己株式

普通株式 65,792 － － 65,792

合計 65,792 － － 65,792

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 270百万円

・１株当たり配当額 22円

・基準日 2024年３月31日

・効力発生日 2024年６月21日

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 294百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 24円

・基準日 2025年３月31日

・効力発生日 2025年６月23日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

2024年５月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会計年度になる

もの

2025年５月９日開催の取締役会において、次のとおり決議いたしました。

７．金融商品に関する注記

1.金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達してお

ります。

　一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借

入により調達しております。

－ 7 －
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連結貸借対照表
計上額（百万円）

　時価（百万円） 　差額（百万円）

（1）投資有価証券 4,822 4,822 －

　資産計 4,822 4,822 －

（1）長期借入金　（※） 349 349 －

　負債計 349 349 －

(2) 金融商品の内容及びリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また投

資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式及び投資信託であり、市場価格の変動リ

スクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日でありま

す。また借入金については、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還

日は最長で決算日後６年であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権について、営業本部が主要な取引先の状況を定期的にモニタ

リングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　当社グループは、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務

状況を把握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直して

おります。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場性がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

2.金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,383百万円）

は、「投資有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受

取手形・電子記録債権及び売掛金、支払手形・電子記録債務及び買掛金、短期借入金及び未

払法人税等は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似することから、注

記を省略しております。

※　１年内返済予定額を含んでおります。

－ 8 －
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１年以内

（百万円）

１年超

（百万円）

５年超

（百万円）

10年超

（百万円）

投資有価証券

その他有価証券のうち

満期があるもの

－ － 9 －

合計 － － 9 －

１年以内

（百万円）

１年超

（百万円）

５年超

（百万円）

10年超

（百万円）

長期借入金 58 233 58 －

（注）1.時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の ３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価

格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　　　　　　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合

には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算

定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

資　産

（1）投資有価証券

上場株式及びその他の債券は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活

発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

一方で、その他の債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における市場価格

とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

負　債

（1）長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。

2.満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

3.長期借入金の連結決算日後の償還予定額

－ 9 －
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(1) １株当たり純資産額 1,708円15銭

純資産の部の合計額　（百万円） 20,898

純資産の部の合計額から控除する金額　（百万円） 0

（うち非支配株主持分） (0)

普通株式に係る期末の純資産額　（百万円） 20,897

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式

の数　（千株）
12,234

(2) １株当たり当期純利益金額 67円17銭

親会社株主に帰属する当期純利益　（百万円） 821

普通株主に帰属しない金額　（百万円） △0

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円） 821

期中平均株式数　（千株） 12,234

（単位：百万円）

エネルギー
関連事業

製氷事業 青果事業
不動産
事業

その他
（注)1

合計

ＬＰガス 9,804 － － － － 9,804

石油類 12,318 － － － － 12,318

その他 4,608 314 3,157 208 413 8,703

顧客との契約から生じる
収益

26,731 314 3,157 208 413 30,826

外部顧客への売上高 26,731 314 3,157 208 413 30,826

８．１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

９．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（注）「その他」の区分は、運送事業、建設事業等であります。

－ 10 －
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(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は「1.連結計算書類作成のための基本となる重要

な事項に関する注記（4）会計方針に関する事項 ④収益及び費用の計上基準」に記載のと

おりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

　当社及び連結子会社の契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大

な変動も発生していないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は

部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はありませ

ん。

②　残存履行義務に配分した取引価格

　当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想さ

れる契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略

しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重

要な金額はありません。

（表示方法の変更）

　従来、顧客との契約から生じる収益の分解情報に記載のエネルギー関連事業つきまして

は、「ＬＰガス」「石油類」「電気」「その他」に区分して表示しておりましたが、当連

結会計年度より、電気事業について小売電気事業者から取次事業者へ変更したことに伴

い、収益認識の分解情報を「ＬＰガス」「石油類」「その他」の区分 に変更しておりま

す。

１０．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 11 －
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株主資本等変動計算書

(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本 剰
余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰 余 金
合 計

固 定 資
産 圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,512 379 873 1,252 20 12,990 1,060 14,071

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △270 △270

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

△6 6 -

別途積立金の積立 300 △300 -

当 期 純 利 益 455 455

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期
変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 - - - - △6 300 △107 185

当 期 末 残 高 1,512 379 873 1,252 13 13,290 952 14,256

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △12 16,824 1,527 1,527 18,351

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △270 △270

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

- -

別途積立金の積立 - -

当 期 純 利 益 455 455

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期
変 動 額 （ 純 額 ）

379 379 379

当 期 変 動 額 合 計 - 185 379 379 564

当 期 末 残 高 △12 17,009 1,906 1,906 18,916

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

－ 12 －
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個別注記表

個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券

・市場価格のない株式等　　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

以外のもの　　　　　　　 却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

・市場価格のない株式等　　　　主として移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

①　商品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しており

ます。

ただし、一部の少額商品は最終仕入原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）を採用しております。

②　製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。

③　原材料 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しており

ます。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　　２～50年

　機械及び装置　　　　２～15年

②　無形固定資産 定額法を採用しております。ただし、のれんについて

は、主として取得後５年間で均等償却し、ソフトウェア

（自社利用分）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権など特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

－ 13 －
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前事業年度 当事業年度

有形固定資産 6,565 6,675

無形固定資産 164 172

減損損失 44 98

④　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

　　当社では、ＬＰガス、石油類等の販売を主な事業としており、約束した財又はサービスの

支配が顧客に移転した時点で当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識しております。

　　このため、ＬＰガス、電気等の売上代金について、決算月に実施した検針の日から決算日

までに生じた収益は「収益認識に関する会計基準の適用指針」第103-２項に基づいて見積り

計上を行っております。

　　また、軽油引取税や再生可能エネルギー発電促進賦課金等、第三者のために回収する額に

相当するものについては、売上高に含めず純額で処理しております。

(6) その他計算書類作成のための重要な事項

①　退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤

務費用の会計処理の方法は、連結計算書類に係るこれら

の会計処理の方法と異なっております。

 ２．会計方針の変更

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指

針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。な

お、当該会計方針の変更による財務諸表への影響はありません。

　また、子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の財務諸表にお

ける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当事業年度の期首か

ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前事業年度については遡及適

用後の財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前事業年度の財務諸表

への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事

業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

(1) 固定資産の減損

   ①当事業年度の財務諸表に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

－ 14 －
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建物 647百万円

土地 2,818百万円

計 3,466百万円

短期借入金 2,520百万円

計 2,520百万円

(2) 関係会社に対する短期金銭債権 162百万円

(3) 関係会社に対する短期金銭債務 93百万円

(4) 有形固定資産の減価償却累計額 12,238百万円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表の「３．会計上の見積りに関する注記」「(1). 固定資産の減損」に同一の

　内容を記載しているため記載を省略しております。

(2) 関係会社株式の評価

当社が保有する関係会社株式はいずれも市場価格のない株式であるため取得原価をもって

貸借対照表価額としており、当事業年度末における関係会社株式の計上額は1,068百万円で

すが、関係会社の財政状態が悪化したために実質価額が著しく低下したときは、回復可能性

が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、相当の減額を行うこととしております。ま

た、関係会社の超過収益力を反映して、計算書類から得られる１株当たり純資産額に比べて

高い価額で取得した関係会社株式については、超過収益力が減少したために実質価額が著し

く低下したときは、相当の減額を行うこととしております。

　実質価額とその回復可能性については関係会社の財政状態及び将来事業計画等に基づいて

検討していますが、市場環境の変化により将来事業計画等の見積りの前提条件が変更された

場合には、翌事業年度の計算書類において関係会社株式の金額に重要な影響を及ぼす可能性

があります。

(3) ＬＰガスの検針日から期末日までの未検針期間の売上高の見積り計上

　需要家によるＬＰガスの使用によって発生する売上高は、検針日を基準として売上高を認

識しておりますが、検針日と期末日が相違する場合は、検針日から期末日までの期間の売上

高を合理的な見積りを用いて計上しており、当事業年度において382百万円計上しておりま

す。

　検針日から期末日までの期間の売上高は、決算月に実施した検針結果と決算月における使

用量には一定の相関関係があるとの仮定に基づき、決算月における過年度の販売使用量を基

礎として当事業年度における単価改訂等の変動要素を加味し、未検針期間に対応する売上高

を算定しております。

　これらの会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について、実績との差異があった場

合、翌事業年度の計算書類において算定される売上高の金額に影響を及ぼす可能性がありま

す。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。

①　担保に供している資産

②　上記に対応する債務

(5) 有形固定資産に係る国庫補助金などの受入れによる圧縮記帳累計額は、建物附属設備

23百万円、構築物６百万円、機械及び装置２百万円、土地74百万円であります。
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株式会社えのきボーヤ 349百万円

サンエネック株式会社 30百万円

株式会社一実屋 30百万円

ウロコ興業株式会社 3百万円

ヨーケン株式会社 1百万円

計 414百万円

金銭債権 0百万円

売上高 946百万円

仕入高 824百万円

販売費及び一般管理費 457百万円

営業取引以外の取引高 215百万円

用 途 種 類 場 所

支店 建物等 長 野 県 上 田 市

給油所 土地 長 野 県 松 本 市

給油所 土地等 長 野 県 松 本 市

(6) 保証債務

①　下記の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

②　当社の得意先４社のリース債務５百万円に対し、保証を行っております。

(7) 取締役、監査役に対する金銭債権

５．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

(2) 減損損失

当社は、以下のエネルギー関連事業の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社は、事業用資産について、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位と

して営業店舗毎に、また将来の利用計画が明確でない遊休資産等は物件毎にグルーピングを

実施しております。

事業用資産については、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループ

等の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しま

した。その内訳は土地・建物等98百万円であります。

なお、回収可能価額は、正味売却価額により算出しております。正味売却価額は、不動産

鑑定評価額等を基準に市場価格を適正に反映していると考えられる評価額により算定してお

ります。
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株 式 の 種 類
当事業年度期首の株式数

（株）

当事業年度増加株式数

（株）

当事業年度減少株式数

（株）

当事業年度末の株式数

（株）

普 通 株 式 19,590 － － 19,590

合 計 19,590 － － 19,590

項 目 金 額

繰延税金資産 （百万円)

減損損失 651

退職給付引当金 186

賞与引当金 71

資産除去債務 49

関係会社株式評価損 48

役員退職慰労引当金 45

減価償却超過額 22

未払費用 14

その他 76

小計 1,166

評価性引当額 △835

繰延税金資産計 330

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △861

資産除去債務 △20

固定資産圧縮積立金 △6

繰延税金負債計 △888

繰延税金負債の純額 △557

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等
の名称

資本金
又は出
資 金 
(百万円)

事業の
内容

議決権
等の所
有割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金
額
(百万円)

科目 期末残
高
(百万円)

子会社 サンリ
ンＩ＆
Ｆ株式
会社

100 氷の製
造卸、
冷凍倉
庫業

直接
100

営業上
の取引
資金の
援助

資金の
貸付

－ 関係会
社長期
貸付金
１年内
長期貸
付金

782

45

子会社 サンエ
ネック
株式会
社

30 宅地建
物取引
業等

直接
100

営業上
の取引
資金の
援助

資金の
貸付

－ 関係会
社長期
貸付金

422

子会社 安曇野
ＲＥ株
式会社

10 PPA 事
業等

直接
 90

営業上
の取引
資金の
援助

資金の
貸付

－ 関係会
社長期
貸付金

300

子会社 株式会
社えの
きボー
ヤ

10 えのき
茸の製
造・販
売

直接
100

営業上
の取引
資金の
援助

資金の
貸付

－ 関係会
社長期
貸付金
１年内
長期貸
付金

175

3

子会社 三鱗運
送株式
会社

10 LPG ・
石油等
の輸送
業

直接
100

営業上
の取引
資金の
援助

資金の
貸付

－ 関係会
社長期
貸付金
１年内
長期貸
付金

60

12

(1) １株当たり純資産額 1,540円37銭

(2) １株当たり当期純利益金額 37円08銭

８．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

    取引条件および取引条件の決定方針等

   （注）資金の貸付は、市場金利を勘案して利率を決定しております。

   　なお、担保の受入は行っておりません。

９．１株当たり情報に関する注記

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

10．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「1.重要な会計方針に関す

る事項（5）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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